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令和２年度井原市健全化判断比率 

及び資金不足比率審査意見について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定並

びに井原市監査基準に基づき、審査に付された令和２年度井原市財政健全化判断比率及

び資金不足比率を審査したので、その結果について次のとおり意見書を提出します。 

 

 

 

 



 
 



 
 

（注） 

１．表中の金額は、原則として千円単位で表示している。 

２．文中に用いた金額は、原則として万円単位で表示し、表示単位未満の端数は、原則とし

て四捨五入している。そのため計数が一致しない場合がある。 

３．比率は「％」で表示し、表示単位未満の端数は、原則として四捨五入している。そのた

め、その内訳を合計した数値は、合計欄の数値と一致しない場合がある。 

４．表中の符号の表示は、次のとおりである。 

空 欄・・・・・・・・・該当数値がないもの 

「－」・・・・・・・・・算出不能のもの 

「0」又は「0.0」・・・・零となるもの及び該当数値はあるが単位未満のもの 
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令和２年度 井原市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

 

第１．審査の対象 

次表各会計の令和２年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質 

赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎 

となる事項を記載した書類 

 

 健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計区分は、次のとおりである。 

一
般
会
計
等 

一般会計  

一般会計等に属する

特別会計 

美星地区畑地かんがい給水事

業特別会計 

 

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の特

別会計のうち公営企

業に係る特別会計以

外の会計 

国民健康保険事業特別会計     

介護保険事業特別会計  

後期高齢者医療事業特別会計 

公
営
企
業
会
計 

法適用企業 

水道事業会計     

病院事業会計  

工業用水道事業会計  

簡易水道事業会計  

下水道事業会計     

法非適用企業 産業団地開発事業特別会計 

一部事務組合・広域連合 

岡山県井原地区清掃施設組合  

井原地区消防組合  

岡山県西部衛生施設組合  

岡山県広域水道企業団  

岡山県市町村総合事務組合  

岡山県後期高齢者医療広域連合  

地方公社・第三セクター等 土地開発公社     
 
※資金不足比率は公営企業会計ごとに算定

実
質
赤
字
比

率 

実

質

公

債

費

比

率 

将

来

負

担

比

率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

資
金
不
足
比
率
※ 
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第２．審査の期間 

令和３年７月２７日から令和３年８月２０日まで 

 

第３．審査の方法 

市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類が、関係法令等に準拠し適正に作成されているかを主眼として、

関係書類等を照合審査するとともに必要に応じて関係職員からの説明を聴取し審査し

た。 

 

第４．審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

なお、健全化判断比率及び資金不足比率の概要並びに審査意見は、次のとおりであ

る。 
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１．健全化判断比率 

健全化判断比率の状況は次のとおりである。 

各比率とも早期健全化基準を下回っている。 
 

（単位：％） 

区  分 令和２年度 令和元年度 
早期健全化 

基   準 

財政再生  

基  準 

実質赤字比率 － － 12.99 20.00 

連結実質赤字比率 － － 17.99 30.00 

実質公債費比率 9.7 10.1 25.0 35.0 

将来負担比率 － － 350.0  － 
 

※実質赤字比率と連結実質赤字比率の早期健全化基準は標準財政規模により算出 

 その他の基準は定率 

 

（１）実質赤字比率 

実質赤字比率とは、地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じて

いる赤字の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。 

一般会計等（一般会計、美星地区畑地かんがい給水事業特別会計）の実質収支額の

状況は次表のとおりである。 

（単位：千円、％） 

会 計 名 等 令和２年度 令和元年度 比 較 

一般会計等実質収支額        Ａ 88,504  59,039  29,465  

 一 般 会 計 85,051  57,648  27,403  

 住宅新築資金等貸付事業特別会計 －  0  －   

 美星地区畑地かんがい給水事業特別会計 3,453  1,391  2,062  

標準財政規模            Ｂ 12,584,050  12,343,290  240,760  

算 式     （Ａ／Ｂ）× 100 -0.70  -0.47  -0.23  

実質赤字比率 － － － 

 
 
※算式の数値は、実質収支が黒字である場合は負の値で表示される。 
 住宅新築資金等貸付事業特別会計は令和元年度をもって廃止されている。 
 

令和２年度の一般会計等実質収支額は 8,850 万円の黒字となっているため、実質赤

字比率の数値は算定されない。参考として比率を求めたところ-0.70％（黒字の場合は

負の値）となり、前年度と比べて 0.23 ポイント減少している。これは主として、一般

会計の実質収支額が増加したことによる。 
 

Ｂ 標準財政規模について 

標準財政規模は、通常収入が見込まれる経常的一般財源の規模を示すものである。 

令和２年度は 125 億 8,405 万円となっており、前年度に比べて 2 億 4,076 万円

（2.0％）増加している。
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標準財政規模の内訳は次表のとおりである。 

（単位：千円、％） 

区    分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

標準税収入額等 5,740,514  5,602,085  138,429  2.5  

普通交付税額 6,369,150  6,262,011  107,139  1.7  

臨時財政対策債発行可能額 474,386  479,194  -4,808  -1.0  

合    計 12,584,050  12,343,290  240,760  2.0  
 

標準税収入額等が前年度に比べて 1 億 3,843 万円（2.5％）、普通交付税額が 1 億 714

万円（1.7％）増加し、臨時財政対策債発行可能額が 481 万円（-1.0％）減少している。 

 

（２）連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率とは、公立病院や下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会

計」に生じている赤字の大きさを、財政規模に対する割合で表したものである。 

該当会計の実質収支額及び資金剰余額の状況は次表のとおりである。 

（単位：千円、％） 

会  計  名 
連結実質収支額（実質収支額及び資金剰余額） 

令和２年度 令和元年度 比 較 

一般会計等 88,504  59,039  29,465  

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の特

別会計のうち公営企

業に係る特別会計以

外の会計 

国民健康保険事業 415,653  321,787  93,866  

介護保険事業 100,824  85,505  15,319  

後期高齢者医療事業 0  0  0  

公
営
企
業
会
計 

法適用企業 

※ 

水道事業 1,136,538  1,155,345  -18,807  

病院事業 1,273,677  1,207,275  66,402  

工業用水道事業 110,139  105,797  4,342  

簡易水道事業 35,538  39,850  -4,312  

下水道事業 4,521  44  4,477  
法非適用企業
※ 

産業団地開発事業 42  42  0  

合   計            Ａ 3,165,436  2,974,684  190,752  

標準財政規模           Ｂ 12,584,050  12,343,290  240,760  

算 式    （Ａ／Ｂ）× 100 -25.15  -24.09  -1.06  

連結実質赤字比率   －   －   － 
 
※法適用企業と法非適用企業 

法適用企業は、地方公営企業法の適用を受ける事業で、発生主義に基づく複式簿記等の企業

会計で処理されている。法非適用企業は、同法の適用を受けない事業で、現金主義の官庁会計

で処理されている。 

 

※算式の数値は、連結実質収支額が黒字である場合は負の値で表示される。 
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令和２年度の連結実質収支額は 31億 6,544 万円の黒字となっているため、連結実質

赤字比率の数値は算定されない。参考として比率を求めたところ-25.15％（黒字の場

合は負の値）となり、前年度と比べて 1.06 ポイント減少している。これは主として、

一般会計等、国民健康保険事業、病院事業の実質収支額等が増加したことによる。 

 

（３）実質公債費比率 

実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大き

さを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもので、元利償還金及び準

元利償還金の標準財政規模に対する比率で直近３カ年の平均値である。 

実質公債費比率に関する状況は次表のとおりである。 

（単位：千円） 

区   分 令和２年度 令和元年度 平成 30 年度 平成 29 年度 

Ａ 
地方債の元利償還金 

（繰上償還等を除く） 
1,870,169 1,971,706 2,053,466 2,017,648 

Ｂ 準元利償還金 1,539,810 1,579,866 1,605,638 1,598,891 

Ｃ 特 定 財 源 146,000 158,596 167,090 177,255 

Ｄ 
元利償還金・準元利償
還金に係る基準財政需
要額算入額 

2,328,243 2,410,123 2,447,617 2,392,934 

Ｅ 標準財政規模 12,584,050 12,343,290 12,607,480 12,609,216 

上表のＡ～Ｅを、次の算式にあてはめると、各年度の比率は下表のとおりである。 

 

 

（単位：％） 

        区 分 

 年 度 

実質公債費比率 

単 年 度 ３カ年平均 

平 成 ２９ 年 度 10.2  

10.1 平 成 ３０ 年 度 10.3 

9.7 令 和  元  年 度  9.9 

令 和  ２  年 度  9.1  

 
 

実質公債費比率は 9.7％と前年度に比べて 0.4 ポイント改善しており、早期健全化基

準（25％）を下回っている。 

また、単年度実質公債費比率は前年度に比べ 0.8 ポイント改善している。 

 

実質公債費比率 ＝ 
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

 × 100 
Ｅ－Ｄ 
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Ａ 地方債の元利償還金について 

元利償還金は一般会計等の一時借入金利息を除く公債費である。 

令和２年度の元利償還金は、前年度に比べて 1億 154 万円（-5.1％）減少している。 

 

Ｂ 準元利償還金について 

準元利償還金は、主として一般会計から公営企業等への繰出金のうち公営企業債償

還の財源に充てたと認められるもの、一部事務組合の負担金・補助金のうち地方債の

償還に充てたと認められるもの、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるも

のなどである。 

準元利償還金の状況は次表のとおりである。 

    
（単位：千円、％） 

区    分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

公
営
企
業
等 

水道事業 36,424  38,413  -1,989  -5.2  

病院事業 257,227  243,250  13,977  5.7  

工業用水道事業 0  0  0   － 

簡易水道事業 160,249  150,167  10,082  6.7  

下水道事業 1,004,087  1,074,099  -70,012  -6.5  

産業団地開発事業 0  0  0   － 

国民健康保険事業（保険） 0  0  0   － 

国民健康保険事業（直営診療） 17,407  16,291  1,116  6.9  

後期高齢者医療事業 0  0  0   － 

介護保険事業（保険） 0  0  0   － 

介護保険事業（サービス） 0  0  0   － 

一
部
事
務
組
合 

岡山県西部衛生施設組合 -1,265  -1,245  -20  1.6  

井原地区清掃施設組合 0  0  0   － 

井原地区消防組合 25,113  25,116  -3  0.0  

井笠地区農業共済事務組合 0  0  0   － 

岡山県市町村総合事務組合 0  0  0   － 

岡山県後期高齢者医療広域連合 0  0  0   － 

岡山県広域水道企業団 22,320  22,320  0  0.0  

公債費に準ずる債務負担行為額 18,248  11,455  6,793  59.3  

合     計 1,539,810  1,579,866  -40,056  -2.5  

 準元利償還金は前年度に比べて 4,006 万円（-2.5％）減少している。これは主として、

水道事業会計と下水道事業会計の準元利償還金が減少したことによる。 
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Ｃ 特定財源について 

特定財源は公債費に充当されている。 

特定財源の状況は次表のとおりである。 

   
（単位：千円、％） 

区    分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

国・県からの利子補給 0  0  0  － 

貸付金の財源として発行した地方債に
係る貸付金の元利償還金 

0  326  -326  皆減 

公営住宅建設事業の財源として発行さ
れた地方債償還額に充当した公営住宅
使用料 

9,593  14,978  -5,385  -36.0  

都市計画事業の財源として発行された
地方債償還額に充当した都市計画税 

136,407  143,292  -6,885  -4.8  

合     計 146,000  158,596  -12,596  -7.9  
  
特定財源は前年度に比べて 1,260 万円（-7.9％）減少している。これは地方債償還

額に充当した公営住宅使用料や都市計画税が減少したことによる。 

 

Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額について 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の状況は次表のとおりであ

る。 

 （単位：千円、％） 

区    分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

事業費補正により算入された公債費 282,624  328,523  -45,899  -14.0  

災害復旧費等に係る基準財政需要額 1,896,332  1,926,859  -30,527  -1.6  

密度補正により算入された元利償還金
及び準元利償還金（地方債の元利償還
金を基礎として算入されたもの） 

149,287  154,741  -5,454  -3.5  

合     計 2,328,243  2,410,123  -81,880  -3.4  

 

基準財政需要額算入額は前年度に比べて 8,188 万円（-3.4％）減少している。これ

は事業費補正では道路橋りょう費・地域振興費等に係る元利償還金、災害復旧費等で

は過疎対策事業債等に係る元利償還金、密度補正では病院事業債等の元利償還金が減

少したことによる。 
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（４）将来負担比率 

将来負担比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大

きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。 

将来負担比率に関する状況は次表のとおりである。 

   
（単位：千円、％） 

区    分 令和２年度 令和元年度 増 減 増減率 

Ａ 将来負担額 37,543,109  37,032,571  510,538  1.4  

Ｂ 充当可能財源 38,127,733  38,536,265  -408,532  -1.1  

Ａ－Ｂ -584,624  -1,503,694  919,070  61.1  

Ｃ 標準財政規模 12,584,050  12,343,290  240,760  2.0  

Ｄ 算入公債費等の額 2,328,243  2,410,123  -81,880  -3.4  

Ｃ－Ｄ 10,255,807  9,933,167  322,640  3.2  

算 式  （A-B)/(C-D）×100 -5.7  -15.1  9.4  －  

将来負担比率  －     － － －  

 

将来負担比率は、将来負担額を充当財源が上回ったため数値は算定されない。参考

として比率を求めたところ-5.7％で、前年度に比べて 9.4 ポイント増加している。こ

れは、将来負担額が増加し、充当可能財源が減少したことによる。 

 

Ａ 将来負担額について 

   将来負担額の状況は次表のとおりである。 

（単位：千円、％） 

区      分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

地方債の現在高 19,680,330 18,195,139 1,485,191 8.2  

債務負担行為に基づく支出予定額 36,116 39,520 -3,404 -8.6  

公営企業債等繰入見込額 14,650,156 15,465,292 -815,136 -5.3  

組合負担等見込額 471,115 509,695 -38,580 -7.6  

退職手当負担見込額 2,705,024 2,821,868 -116,844 -4.1  

設立法人の負債額等負担見込額 368 1,057 -689 -65.2  

合     計 37,543,109 37,032,571 510,538 1.4  

 

将来負担額は、前年度に比べて 5億 1,054 万円（1.4％）増加している。これは主と

して、下水道事業会計等の公営企業債等繰入見込額が減少しているものの、過疎対策

事業債や合併特例事業債等の地方債の現在高が増加したことによる。 
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Ｂ 充当可能財源等について 

充当可能財源等の状況は次表のとおりである。 

 

   
（単位：千円、％） 

区       分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 

充当可能基金 13,401,444 14,361,901 -960,457 -6.7  

充当可能特定歳入 1,349,804 1,403,528 -53,724 -3.8  

基準財政需要額算入見込額 23,376,485 22,770,836 605,649 2.7  

合     計 38,127,733 38,536,265 -408,532 -1.1  
 

充当可能財源等の合計は、前年度に比べて 4 億 853 万円（-1.1％）減少している。

これは主として、財政調整基金や減債基金等の充当可能基金が減少したことによる。
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２．資金不足比率 

各公営企業会計の資金不足比率の状況は次のとおりである。 

各会計とも資金不足は生じていない。 

（単位：％） 

会 計 名 
資金不足比率 

経営健全化基準 
令和 ２ 年度 令和 元 年度 

水道事業会計 － － 20.0 

病院事業会計 － － 20.0 

工業用水道事業会計 － － 20.0 

簡易水道事業会計 － － 20.0 

下水道事業特別会計 － － 20.0 

産業団地開発事業特別会計 － － 20.0 

 

資金不足比率とは、公営企業会計ごとの資金の不足額（Ａ）の事業の規模（Ｂ）に

対する比率である。 

Ａ 資金の不足額の算定方法 

法適用企業の場合 

（流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債

の現在高 － 流動資産） － 解消可能資金不足額 

法非適用企業の場合 

（繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債の現在高） － 解消可能資金不足額 

Ｂ 事業の規模の算定方法 

法適用企業の場合 

営業収益の額 － 受託工事収益の額 

法非適用企業の場合 

営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

 

資金不足は生じていないため、次ページで資金剰余額を前年度と比較する。
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資金剰余額の事業規模に対する各事業別の比率は以下のとおりである。 
 

① 水道事業 

資金剰余額の事業規模に対する割合は 252.1％で、前年度に比べて 7.6 ポイント減少

している。これは、前年度に比べて資金剰余額が 1,881 万円減少し、事業規模が 605

万円増加したことによる。 
 

② 病院事業 

資金剰余額の事業規模に対する割合は 55.5％で、前年度に比べて 3.8 ポイント減少

している。これは、前年度に比べて資金剰余額が 6,640 万円、事業規模が 2億 6,103

万円増加し、資金剰余額の増加率に比べ、事業規模の増加率の方が大きいことによる。 
 

③ 工業用水道事業 

資金剰余額の事業規模に対する割合は 423.0％で、前年度に比べて 20.1 ポイント上

回っている。これは、資金剰余額が前年度に比べて 434 万円増加したことによる。 
 

④ 簡易水道事業 

資金剰余額の事業規模に対する割合は 36.2％で、前年度に比べて 9.4 ポイント減少

している。これは、資金剰余額が前年度に比べて 431 万円減少し、事業規模が 1,083

万円増加したことによる。 
 

⑤ 下水道事業 

資金剰余額の事業規模に対する割合は 1.5％で、前年度に比べて 1.5 ポイント上回っ

ている。これは、資金剰余額が前年度に比べて 448 万円増加したことによる。 
 

⑥ 産業団地開発事業 

資金剰余額、事業の規模は４万円で、前年度と同額である。 

    
（単位：千円、％） 

区  分 
資金剰余額 事業の規模 

資金剰余額の事業

規模に対する割合 

２年度 元年度 ２年度 元年度 ２年度 元年度 

法適用企業             

 水道事業 1,136,538  1,155,345  450,869  444,821  252.1  259.7  

 病院事業 1,273,677  1,207,275  2,295,638  2,034,608  55.5  59.3  

 工業用水道事業 110,139  105,797  26,040  26,257  423.0  402.9  

 簡易水道事業 35,538  39,850  98,182  87,351  36.2  45.6  

 下水道事業 4,521  44  305,849  339,900  1.5  0.0 

法非適用企業             

産業団地開発事業 42  42  42  42  100.0  100.0  

   合  計 2,560,455  2,508,353  3,176,620  2,932,979  80.6  85.5  
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３．審査意見 

 

健全化判断比率の各指数とも健全度が保たれている。 

 

実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため数値は計上されない。実際の数値

については、実質赤字比率が-0.70％となり、前年度と比べ 0.23 ポイント減少してい

る。連結実質赤字比率も-25.15％となり、前年度と比べ 1.06 ポイント減少している。 

実質公債費比率は 9.7％と前年度に比べて 0.4 ポイント改善されている。 

将来負担比率についてもマイナス数値のため計上されないが、-5.7％と前年度に比

べて 9.4 ポイント増加している。 

 

資金不足比率については、各会計とも資金不足は生じていない。 

 

しかしながら、基金残高が減少してきていることから、今後、財源の余裕がなくな

ることが懸念される。さらなる選択と集中による財政運営により、財政の健全度レベ

ルの維持及び市民福祉の向上を期待する。 


